
 

 

 

 

 

 

株式交換に係る事前開示書面 

（会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める事前開示書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年 10 月 12 日 

株式会社 SHIFT 
  



2021 年 10 月 12 日 

 

株式交換に係る事前開示事項 

 

東京都港区麻布台二丁目４番５号 

メソニック３９MTビル 

株式会社 SHIFT 

代表取締役社長 丹下 大 

 

 株式会社 SHIFT（以下「当社」といいます。）は、2021 年 10 月 12日付で Airitech株式

会社（以下「Airitech」といいます。）との間で締結した株式交換契約に基づき、2021 年

11月２日を効力発生日（予定）として、当社を株式交換完全親会社、Airitech を株式交

換完全子会社とする株式交換（以下）「本株式交換」といいます。）を行うこととしまし

た。 

 本株式交換に関し、会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193条に定める事項は

下記のとおりです。 

 

 

記 

 

1. 株式交換契約の内容（会社法第 794条第１項） 

 2021 年 10 月 12 日付で当社が Airitech と締結した株式交換契約書は、別紙１のとお

りです。 

 

2. 交換対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 193 条第 1 号） 

会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項は、別紙２のとおりです。 

 

3. 会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 193条第２号） 

  該当事項はありません。 

 

4. 株式交換完全子会社について次に掲げる事項（会社法施行規則第 193条第３号） 

 (1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

   別紙３のとおりです。 



 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

  該当事項はありません。 

 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他会社財

産の状況に重大な影響を与える事象の内容 

  該当事項はありません。 

 

5. 株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務

の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第

193 条第４号） 

   該当事項はありません。 

 

6. 効力発生日以後における株式交換完全親会社の債務の履行の見込みに関する事項（会

社法施行規則第 193 条第第５号） 

該当事項はありません。 

   

  

以上 

  



別紙１ 株式交換契約の内容 

株式交換契約書 

 

株式会社 SHIFT（以下「甲」という）と Airitech 株式会社（以下「乙」という）とは、次

のとおり株式交換契約（以下「本契約」という）を締結する。 

 

第1条（株式交換の目的） 

甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換（以下

「本株式交換」という）を行い、甲は、乙の発行済株式（甲が保有する乙の株式を除く。

以下同じ。）の全部を取得する。 

 

第2条（株式交換の当事会社） 

株式交換の当事会社の商号及び住所は、次のとおりである。 

（甲）株式交換完全親会社 

商号：株式会社 SHIFT 

住所：東京都港区麻布台二丁目４番５号メソニック３９MT ビル 

（乙）株式交換完全子会社 

商号：Airitech 株式会社 

住所：東京都港区麻布台二丁目４番５号メソニック３９MT ビル 

 

第3条（本株式交換に際して発行する株式等） 

1. 甲は、本株式交換に際して、第５条の効力発生日現在の乙の株主名簿記載の株主（甲を

除く。以下「本割当対象株主」という）に対し、乙の普通株式に代わり、その有する乙

の普通株式の合計に、以下に定める株式交換比率（以下「本株式交換比率」という）を

乗じて得た数の甲の普通株式を交付する。 

 株式会社 SHIFT 

（株式交換完全親会社） 

Airitech 株式会社 

（株式交換完全子会社） 

株式交換比率 1 13.486 

2. 甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対し、その有する乙の普通株式 1 株につ

き、本件株式交換比率を同じ割合をもって甲の普通株式を割り当てる。 

3. 甲が前各項に従って本割当対象株主に対し交付しなければならない甲の普通株式 1 株

に満たない端数があるときは、甲は、会社法第 234 条その他の関係法令の規定に従い処

理する。 

 

第4条（資本金及び準備金） 



本株式交換により増加する甲の資本金及び資本準備金の額は、会社計算規則第 39 条の

規定に従って、甲が別途定める金額とする。 

 

第5条（株式交換の効力発生日） 

株式交換の効力発生日は、2021 年 11 月 2 日とする。ただし、株式交換手続進行上の必

要性その他の事由により、甲及び乙は協議のうえ、これを変更することができるものと

する。 

 

第6条（株主総会の承認等） 

1. 甲は、会社法第 796 条第 2 項の規定により、本契約について会社法第 795 条第 1 項に

定める株主総会の決議による承認を受けることなく本株式交換を行う。ただし、会社法

第 796 条第 3 項の規定により、本契約につき株主総会の承認が必要となった場合には、

甲は効力発生日の前日までに、本契約につき株主総会の承認を得る。 

2. 乙は、本株式交換について、会社法第 783 条第 1 項の規定により、前条の効力発生日ま

でに株主総会を開催し、本契約の承認決議を得るものとする。 

 

第7条（事業の運営等） 

乙は、本契約締結日から効力発生日までの間、通常の業務の範囲内で、善良な管理者の

注意をもって、自らの業務の遂行並びに財産の管理及び運営を行い、本契約において別

途定めるものを除き、その財産又は権利義務に重大な影響を及ぼす行為については、予

め甲乙協議のうえ、合意してこれを行うものとする。 

 

第8条（株式交換条件の変更及び契約の解除） 

本契約締結の日から株式交換の効力発生日の前日までにおいて、天災地変その他の事由

により、甲または乙の財産または経営状態に重大な変動が生じた場合、本株式交換の実

行に重大な支障をきたす事態が生じた場合、その他本契約の目的の達成が困難となった

場合には、両者協議のうえ、本契約に定める条件を変更し、または本契約を解除するこ

とができるものとする。 

 

第9条（本契約の効力） 

次の各号のいずれかに該当した場合、本契約はその効力を失うものとする。 

(1) 甲において会社法第 796 条第 3 項の規定に基づき株主総会の決議が必要になった

場合で、効力発生日の前日までに甲の株主総会において本契約の承認が得られなか

った場合 

(2) 第 6 条第 2 項に定める乙の株主総会において、本契約の承認が得られなかった場

合 



(3) 前条により本契約が解除された場合 

(4) 本株式交換について必要な監督官庁の承認が得られなかった場合 

 

第10条（本契約に定めのない事項） 

本契約に定めるもののほか、株式交換に関し必要な事項は本契約の趣旨に従って、甲及

び乙が協議のうえこれを決定する。 

 

 

本契約締結の証として、本書の 2 通を作成し、双方記名押印のうえ各１通を保管する。 

 

2021 年 10 月 12 日 

 

（甲） 

東京都港区麻布台二丁目４番５号 

メソニック３９MT ビル 

株式会社 SHIFT 

代表取締役社長 丹下 大 

（乙） 

東京都港区麻布台二丁目４番５号 

メソニック３９MT ビル 

Airitech 株式会社 

代表取締役 山﨑 政憲 

 

 

  



別紙２ 会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項 

 

当社は、本株式交換に際して、会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項に

ついての定めの相当性に関して、次のように判断しております。 

 

１．本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 

（株式交換完全親会社） 

Airitech 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 13.486 

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式 10,114 株（予定） 

 

（１）株式の割当比率 

Airitech普通株式１株に対し、当社普通株式 13.486株を割当交付します。ただし、

当社が有する Airitech 株式については、本株式交換による株式の割当は行いません。 

なお、上記表に記載の本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といい

ます。）は、本株式交換契約に従い、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場

合には、両社合意の上、変更されることがあります。 

（２）本株式交換により交付する株式数 

当社は、本株式交換に際して、当社普通株式 10,114株を新たに発行する予定です。 

（３）１株に満たない端数の取り扱い 

本株式交換に伴い、Airitech の株主に対して交付する当社の普通株式に、１株に満

たない端数の割当てがある場合には、会社法第 234 条その他の関連法令の規定に従い、

当社が当該端数部分に応じた金額をお支払いします。 

 

２．株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

Airitechは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行していないため、該当事項はあ

りません。 

 

３．本株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方 

当社は、本株式交換比率の算定に際して、当社の株式価値については、当社が東京証

券取引所市場第一部に上場しており、株価形成に関して特段の異常性が認められないこ

とから市場価値が適切な価格であると考え、取締役会開催直前の営業日である 2021 年

10月 11 日の終値を採用することとしました。 

Airitechの株式価値については、公平性及び妥当性を確保するため、独立した第三者

算定機関である株式会社プルータス・コンサルティング（以下「プルータス」といいま



す。）に算定を依頼しました。プルータスは、Airitech が非上場会社であることから、

ディスカウンテッド・キャッシュフロー法（以下「DCF 法」）及び類似企業比較法を採用

し、１株あたりの株式価値の算定を行いました。その算定結果によると、Airitech 株式

１株あたりの株式価値のレンジは、以下のとおりです。 

 

算定方法 一株当たり株式価値のレンジ（円） 

DCF 法 265,517～379,310 

類似企業比較法 227,294～476,956 

 

当社の株価を 2021 年 10 月 11 日の終値である 22,490 円、Airitech の株価を類似企業

比較法の下限値である 227,294 円と DCF 法の上限値である 379,310 円の中間値である

303,302 円とし、以下の算式で計算したものが本株式交換比率となります。 

 

本株式交換比率 ＝ 303,302 円 ／ 22,490 円 ＝ 13.486 

 

なお、割当ての内容の前提として、当社及び Airitech のいずれも大幅な増減益等は見

込んでおりません。 

 

４．交換対価として当該種類の財産を選択した理由 

完全親会社の資本政策及び完全子会社株主の利益への配慮の観点から、当社普通株式

を選択することが適切であると判断いたしました。 

 

５．株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本件株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、それぞれ次のとおりと

いたします。以下の資本金及び準備金の額は、法令及び当社の財務状況、機動的な資本

政策の遂行その他の諸般の事情を総合的に勘案した上で決定したものであり、相当であ

ると考えております。 

（１）資本金の額：0円 

（２）資本準備金の額：会社計算規則第 39 条の規定に従い、当社が別途定める額 

（３）利益準備金の額：0円 

  



別紙 3 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

次のページ以降をご参照ください 

  













Airitech    株式会社　

重要な会計方針に係る事項に関する注記
資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

売買目的以外の有価証券 移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 法人税法の規定による定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物
については、法人税法の規定による定額法、平成28年4月1日以降に取得した
建物付属設備及び構築物については法人税法規定による定額法）

無形固定資産 法人税法の規定による定額法

引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定に
よる法定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して
計上しています。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

株主資本等変動計算書に関する注記

決算日における発行済株式の数 1,750株



附 属 明 細 書 

2 0 2 0 年 ９ 月 １  日 か ら 

2 0 2 1 年 ８ 月 3 1 日 ま で 

 

 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（単位：円） 

区分 
資産の

種類 

期首 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

期末 

残高 

期末減価償

却累計額又

は 

償却累計額 

当期 

償却額 

差引期末 

帳簿価額 

有形固

定資産 

工具、

器具及

び備品 

423,700 0 0 423,700 141,234 141,234 141,234 

計 423,700 0 0 423,700 141,234 141,234 141,234 

無形固

定資産 

ｿﾌﾄｳｪｱ 819,450 18,094,636 0 18,914,086 6,863,057 6,863,057 12,051,029 

計 819,450 18,094,636 0 18,914,086 6,863,057 6,863,057 12,051,029 

 

 

２．引当金の明細 

（単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸倒引当金 210,000 350,000 210,000 350,000 

 

３.借入金の明細 

（単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

一年以内返済関係

会社長期借入金 
6,996,000  4,069,000 2,927,000 

関係会社長期借入

金 
2,927,000  2,927,000 0 

 

 

  



事 業 報 告 

2 0 2 0 年 ９ 月 １  日 か ら 

2 0 2 1 年 ８ 月 3 1 日 ま で 

 

1. 会社の現況 

(１) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大

により、経済活動は国内外で停滞していましたが、各種の経済施策などにより経済

水準の持ち直しの傾向もみられました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症

の拡大は長期化し厳しい状況が続いており、国内外における経済的な見通しは不透

明な状況が続いております。 

このような事業環境において当社では、新規顧客の開拓・単価の向上に向けて、

親会社である株式会社 SHIFT との連携を強化しつつ、高度化・複雑化するシステム

において、システムダウンや性能の低下の原因をつきとめる「トラブルシュートサ

ービス」、システム性能の安定化・高速化をサポートする「システム性能サービス

事業」を中心に事業を展開してまいりました 

 このような方針の結果において当事業年度の業績は、売上高 865,363,899 円、営

業利益 39,935,214 円、経常利益 77,760,861 円、当期純利益 47,767,604 円となり

ました。 

 

② 設備投資の状況 

該当事項はありません。 

③ 資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

 


